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難病の患者に対する医療等に関する法律に基づく特定医療費の 
支給に係る診療（調剤）報酬の審査及び支払に関する事務の  
国民健康保険団体連合会への委託について 

 

 

難病の患者に対する医療等に関する法律（平成２６年法律第５０号）につい

ては、本年５月３０日に公布され、平成２７年１月１日に施行することとなる

が、同法第５条第１項に規定する特定医療費（以下「特定医療費」という。）

に係る診療(調剤)報酬の審査に関する事務について、国民健康保険団体連合会

（以下「連合会」という。）へ委託する場合には、別添の契約書例に準じて委

託契約を締結する取扱いとしたので、貴職におかれては、審査支払機関との連

絡調整を図り、その事務が円滑に進められるようご配慮いただきたい。 
なお、今回の契約は、公費負担医療を担当する保険医療機関、保険薬局及び指

定訪問看護事業者が平成２７年１月診療分(平成２７年２月請求分)から請求す

る診療報酬等の審査支払事務の委託契約について都道府県と連合会が締結する

ものであることを申し添える。 

  



別紙 

契約書例  

 療養の給付及び公費負担医療に関する費用の請求に関する省令 (昭

和５１年厚生省令第３６号 )第１条第１項第１号から第３号まで、第

９号、第９号の２、第９の５及び第１０号に定める公費負担医療に関

する費用の審査及び支払に関して、〇〇都 (道府県 )知事並びに別表１、

別表２、別表３、別表４及び別表４の２に掲げる市町村長 (以下「甲」

という。)と〇〇都 (道府県 )国民健康保険団体連合会理事長（会長）(以

下「乙」という。 )との間に次のとおり契約を締結する。  

 

第１条  乙は、〇〇都 (道府県 )知事の別表５に掲げるＡ、Ｃ、Ｆ及

びＫを除く公費負担医療に関する費用の審査及び支払事務並びに

Ａ、Ｃ、Ｆ及びＫに関する費用の審査事務を引き受けるものとす

る。  

２  乙は、別表１に掲げる市長の別表５に掲げるＥに関する費用の

審査及び支払事務を引き受けるものとする。  

３  乙は、別表２に掲げる市町村長の別表５に掲げるＪに関する費

用の審査及び支払事務並びに別表３に掲げる市町村長の別表５に

掲げるＪに関する費用の支払事務を引き受けるものとする。  

４  乙は、別表４の２に掲げる市町村長の別表５に掲げるＯに関す

る費用の審査及び支払事務を引き受けるものとする。  

５  乙は、別表５に掲げるＡ、Ｃ、Ｆ及びＫに関する費用の支払事

務を引き受けるものとする。  

第２条  乙は、公費負担医療を担当する保険医療機関、保険薬局及

び指定訪問看護事業者 (以下「医療機関等」という。 )から所定の

期日までに提出された診療報酬請求書及び調剤報酬請求書につい

てその内容を審査し、審査が終了した日の属する月の翌月の末日

又は原則として２０日（電子情報処理組織等を使用する場合の届

出を行った医療機関等に限る。）までに医療機関等に対して診療

報酬、調剤報酬及び訪問看護療養費（以下「診療報酬等」という。）

の支払を完了するものとする。  

第３条  乙は、第２条に規定する審査が終了したときは、原則とし

て審査が終了した日の属する月の翌月の７日までに甲に対して所

定の書類を添えて、医療機関等に対する診療報酬等の支払に要す

る額の払込みを請求するものとする。  

２   前項の請求を受けた甲は、原則として審査が終了した日の属す

る月の翌月の１８日までに医療機関等に対する診療報酬等の支払

に要する額を乙に払込まなければならないものとする。  

第４条  乙は、別表５に掲げる各公費負担医療に関する費用の審査

を終了したときは、審査が終了した日の属する月の翌月の〇日ま

でに所定の書類を添えて〇〇都 (道府県 )知事に審査結果について

報告するものとする。  



２  〇〇都 (道府県 )知事が前項の規定により乙より報告を受けたと

きは、審査結果を検討して診療報酬等の額の決定を行ったうえ、

その月の〇日までに乙に通知するものとする。  

第５条  〇〇都 (道府県 )知事及びが前条第２項の規定によって決定

を行った結果乙が医療機関等に対して支払った診療報酬等に過誤

を生じたときは、その過誤額は、乙が翌月以降において整理を行

うものとする。  

第６条  甲は、乙の審査及び支払事務の執行に要する費用に充てる

ため、審査した診療報酬明細書、調剤報酬明細書又は訪問看護療

養費明細書一件につき〇〇円を原則として審査が終了した日の属

する月の翌月の２５日までに乙に支払うものとする。  

  ただし、別表５に掲げるＡ、Ｃ、Ｆ及びＫの費用については審

査事務を委託する都道府県知事と支払事務を委託する市町村長が

各々半額ずつ支払うものとする。  

第７条  甲は、乙に対して、帳簿書類の閲覧及び説明を求め、並び

に報告を徴することができる。  

第８条  この契約の当事者のいずれか一方においてこの契約による

義務を履行せず、事業進行に著しく支障を来し、又は来すおそれ

があると認めるときは、対応する相手方は、３か月間の予告期間

をもって、この契約を解除することができるものとする。  

第９条  この契約の有効期間は、平成  年  月  日から平成  年  

月  日までとする。  

第１０条  この契約の有効期間の終了１か月前までに、契約当事者

のいずれか一方より何らかの意思表示をしないときは、終期の翌

日において向こう１か年間順次契約を更新したものとみなす。  

第１１条  この契約に定めのない事項について定める必要が生じた

とき、又はこの契約に定める事項について疑義が生じたときは、

〇〇都 (道府県 )知事並びに甲乙が協議のうえ定めることとする。  

 

以上契約の確定を証するため本書二通を作成し、双方署名押印の

うえ各一通を所持するものとする。  

なお、〇〇都 (道府県 )知事は別表１、別表２、別表３、別表４及

び別表４の２に掲げる市町村長から本契約に関する委任を受けて

いるものである。  

 

 

  平成  年  月  日  

〇〇都 (道府県 )知事  

       氏名         印   

〇〇都 (道府県 )国民健康保険団体連合会  

理事長（会長）氏名       印  

 



 

別表１  (指定都市及び中核市を除く保健所設置市長 ) 

   〇〇市長  

別表２  (指定都市及び中核市を除く社会福祉事務所設置市町村長 ) 

   〇〇市長  

   〇〇町長  

   〇〇村長  

別表３  (指定都市及び中核市を除く児童相談所設置市長 ) 

   〇〇市長  

別表４   (指定都市及び中核市を除く市町村長 ) 

   〇〇市長  

   〇〇町長  

   〇〇村長  

別表４の２（指定都市を除く市町村長）  

   〇〇市長  

   〇〇町長  

   〇〇村長  

別表５  

Ａ  障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律（平成１７年法律第１２３号）第５条第２３項の自立支援医

療のうち、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律施行令（平成１８年政令第１０号）第１条の２第１

号の育成医療に関する給付及び同令第１条の２第２号の更生

医療の給付（法別番号１５、１６）  

Ｂ  障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律施行令（平成１８年政令第１０号）第１条の２第３号の精神

通院医療の給付（法別番号２１）  

Ｃ  障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律（平成１７年法律第１２３号）第５条第６項の療養介護医療

の給付（法別番号２４）  

Ｄ  精神保健及び精神障害者福祉に関する法律 (昭和２５年法律

第１２３号 )第３０条第１項により費用の負担が行われる医療

に関する給付（法別番号２０）  

Ｅ  感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律

(平成１０年法律第１１４号 )第３７条第１項又は第３７条の

２第１項により費用の負担が行われる医療に関する給付（法別

番号１０、１１）  

Ｆ  母子保健法 (昭和４０年法律第１４１号 )第２０条の養育医療

の給付（法別番号２３）  

Ｇ  昭和４８年４月１７日衛発第２４２号厚生省公衆衛生局長通

知「特定疾患治療研究事業について」による治療研究に係る医

療の給付（法別番号５１）  



Ｈ  児童福祉法 (昭和２２年法律第１６４号 )第２０条第２項の医

療に係る療養の給付（法別番号１７）  
Ｉ  児童福祉法 (昭和２２年法律第１６４号 )第１９条の２の小児慢

性特定疾病医療に係る医療の給付（法別番号５２）  

Ｊ  児童福祉法 (昭和２２年法律第１６４号 )第２２条の助産施設

への入所措置、同法第２７条第１項第３号の措置、同条第２項

の委託措置又は同法第３３条の一時保護に係る医療の給付（法

別番号５３）  

Ｋ  児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号 )第２１条の５の２８

第１項の肢体不自由児通所医療費の給付又は同法第２１条の

６の措置（法別番号７９）  

Ｌ  児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号 )第２４条の２０第１

項の障害児入所医療の給付（法別番号７９）  

Ｍ  感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律

(平成１０年法律第１１４号 )第３７条第１項の規定による費

用の負担が行われる結核患者以外の感染症患者に係る医療の

給付（法別番号２８、２９）  

Ｎ  平成２０年３月３１日健発第０３３１００１号厚生労働省健

康局長通知「感染症対策特別促進事業について」によるＢ型ウ

ィルス性肝炎及びＣ型ウィルス性肝炎患者に対するインター

フェロン治療に係る医療の給付（法別番号３８）  

  Ｏ  難病の患者に対する医療等に関する法律（平成２６年法律第

５０号）第５条第１項の特定医療費の給付（法別番号５４）  


